
1．はじめに

英語が有力な共通語（リンガフランカ）として
みなされている現代において、英語圏ではない社
会に英語がどれだけ浸透しているかは、学術的に
も政策的にも重要なテーマである。浸透度の指標
となるものは様々あるが1）、本稿では英語使用頻
度に注目する。
実際、英語使用頻度は、当該社会の英語学習
ニーズの有力な一指標と考えられており、英語教
育政策的にも社会言語学的にも重要である（Bol-
ton & Bacon-Shone, 2020；寺 沢，2015）。反 面、
信頼に足る調査がほとんど行われてこなかったこ
ともあり、逸話的なものが「指標」として引かれ
ることも少なくなかった2）。
もっとも、英語使用頻度に関する調査がまった
く行われていないわけではない。とくにニーズア
ナリシス研究（Long, 2005）の一部では、英語使
用頻度を推計した調査研究が行われている。日本

国内のものとしては、寺内ほか（2010）、内藤ほ
か（2007）、桐村・清水（2016）が、国外（非英語
圏）のものとしては、Evans，（2010）、He（2017）
などが指摘できる。ただし、これらはいずれも非
確率標本調査（縁故抽出あるいはウェブパネル調
査）であり、当該社会の状況をどれだけ代表して
いるかは疑問が残る。とくに、縁故抽出による調
査は、研究者と物理的・社会的に近い人々に質問
紙が配布されやすく、英語使用が過大評価される
リスクをはらんでいる（これは実は、縁故抽出だ
けの問題ではなく、ウェブパネルを用いた調査で
も同様である。後述する）。
ただし、その唯一の例外が寺沢（2015）であ
る。寺沢は、確率標本（＝ランダム抽出調査）で
ある日本版総合的社会調査（JGSS）の 2006年と
2010年のサンプルを二次分析し、日本人就労者
全体に占める英語使用経験者（過去 1年に仕事で
少しでも使った人）の割合を、それぞれ 21.0％・
16.3％と推計した3）。この値は重要な参照点であ
るものの、調査から 10年以上が経過しており、
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１）浸透度に関する研究は、旧英米植民地を対象にした言語政策研究において古くから行われており、当該社会の行
政・初等中等教育・高等教育・マスメディアでどれだけ英語が使われているかが検討されていた（Fishman,
1996）。一方、現代では、こうした準英語圏・半英語圏と呼べる社会だけではなく、典型的な非英語圏において
も英語が浸透しており、従来とは異なる枠組みが必要とされている。

２）たとえば、日本社会における英語の状況について精力的に研究している P. サージェントは、その著書
（Seargeant, 2009, p.3）の中で、日本人の英語使用頻度の根拠として、応用言語学者の矢野安剛の観察（Yano,
2008）を引用している。ただ、この観察は、矢野の専門家としての印象値に過ぎず、何らかのデータに基づいて
いるわけではない。統計調査がなかったため、印象ベースの「証拠」に依拠せざるを得なかったのである。とは
いえ、2009年当時、たとえば JGSS-2002, JGSS-2003, JGSS-2006というランダムサンプリング調査がすでに日本
人の英語使用を調査していたわけで、日本英語の研究者がいかに日本の社会調査に明るくなかったかを暗示して
いるように思われる。

３）注目すべきは、JGSS のパーセンテージは、寺内ほか（2010）、内藤ほか（2007）、桐村・清水（2016）によって
得られた推定値よりかなり低い点である。JGSS の設問では「少しでも」と念押ししているため、偶発的・一時
的な英語使用者も含むと考えられるにもかかわらず、さらに低い。確率標本調査の推定値が正確だとすると、便
宜抽出調査は英語使用頻度を過大推定する傾向があることを示している。
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情報の古さは否定できない。また、「仕事」とい
う聞き方も大雑把であり、英語使用の様々な側面
を捉えられているとは言い難い（これは、社会調
査の二次分析という研究デザインに固有の制約で
ある）。したがって、現在の多様な英語使用を明
らかにする調査・研究が求められている。

2．英語使用頻度調査へのアプローチ

実際の調査を検討するまえに、英語使用頻度を
調査するアプローチを整理しておこう。上記の議
論を踏まえれば、代表性を備え、かつ、網羅的な
設問を含む調査が最善である。この実現のために
は、自前のランダム抽出調査を企画・実施すれば
よいわけだが、ランダム抽出調査は膨大なコスト
を要するので、研究者が一人あるいは少人数で行
うことは通常きわめて困難である。一方、このコ
ストの問題は、非確率標本調査ならば多くが解決
されるが、前述のとおり代表性は低下する。ま
た、代表性と低コストを両立させる「裏技」と言
える方法が、前述の寺沢（2015）の用いた二次分
析だが、設問の網羅性は放棄せざるを得ない。
つまり、代表性・設問の網羅性・低コストとい
う 3条件すべてが同時に成り立つことは現実的に
はない。この点を整理したのが表 1である。
現実的に言って、表中のアプローチ 1は研究予
算上、困難である。アプローチ 2も二次分析が可

能なデータが存在しないので不可能である（たと
えば JGSS では、英語使用を尋ねた調査は 2010
年を最後に行われていない）。したがって、非確
率標本調査（アプローチ 3～6）を組織する必要
があるが、その際の問題は代表性である。すなわ
ち、何らかの工夫をすることで、代表性を（完璧
ではないにせよ）担保することが研究者に要求さ
れる。
その点で有力な選択肢の一つが、調査会社のウ
ェブパネルを使った調査である。基本属性等によ
る割当が可能なので、最低限のバランス維持が可
能だからである。とはいえ、基本属性のバランス
が取れていたとしても、それ以外の要因（とくに
分布に重大な影響を与えるが、観測されない要
因）のバランスは確保できない。その点で、完璧
な代表性には程遠いが、それでも縁故による抽出
よりは無難な方法だと思われる。本研究では、こ
のウェブパネルによる抽出を用い、かつ、サンプ
ルの偏りの統計的補正（後述）を併用すること
で、代表性に配慮しながら英語使用頻度の推計を
行うことにする。

3．調査の概要

3.1．調査概要
以下、調査について説明する。本調査は、筆者
が組織した「日本人就労者の英語使用調査：第一

─────────────────────────────────────────────────────
４）本調査の第 3次パイロット調査（2021年 2月）では、クラウドソーシングである CrowdWorks の回答者に質問
紙を配布した。

５）本調査の第 1次および第 2次パイロット調査（2021年 1-2月）では、ソーシャルメディア（Twitter・Facebook
等）で質問紙を配布した。

表 1 調査アプローチ

代表性 設問の
網羅性

低
コスト 先行研究

1．自前のランダム抽出調査 ○ ○ × なし
2．ランダム抽出調査の 2次分析 ○ × ○ 寺沢（2015）

3．縁故で質問紙配布 × ○ ○ 寺内ほか（2010）；清水・桐村（2016）；
Evans（2010）；He（2017）

4．ウェブパネルへの質問紙配布 ×～△ ○ △ 内藤ほか（2007）；本調査
5．クラウドソーシングへの質問紙配布 × ○ ○ なし4）

6．その他ネット上（メーリングリスト・ソー
シャルメディア）への質問紙配布 × ○ ○ Evans（2010）の一部。卒論修論などの

調査ではしばしば見られる5）

○：良い △：良くはないが許容可 ×：劣る
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次調査」6）である。2021年 3月 3日～5日・3月 8
日～11日に、クロス・マーケティング社のアン
ケートパネル（アンケートモニターとも呼ばれ
る）にウェブ調査画面の URL を送信すること
で、回答を集めた7）。対象は、調査時点で週に 20
時間以上の就労をしていた 25～64歳の日本居住
者である。目標としたサンプルサイズは 2,000
で、年齢 4水準×男女 2水準の計 8個のサブグ
ループにもとづき、各グループ最低 250人を目標
に回答を集めた。質問紙には不真面目回答を検知
する設問を 3つ含めており、これに一つでも違反
した者は回答者数から除外した。以上の手続きの
結果、最終的に 2,159人の有効回答が得られた。

3.2．設問の概要
質問は、合計で 13ブロック 95項目である。実
際の質問紙は、付表 1に掲載した。設問は抜粋す
ると、表 2のとおりである。ここに示された計
95個の変数の基礎集計は、付表 2に示した。

3.3．使用頻度のコーディング
本稿では、過去 1年（具体的には 2020年 3月
～21年 2月）の言語使用に関する一連の設問
（26種類）に注目する。この設問は次のように尋
ねている。

仕事における英語等の使用についてお聞き
します。あなたは、過去 1年で以下のことを
どれくらいの頻度でしましたか。もっとも近
いものを 1つお選びください。

選択肢は、次の 6カテゴリである。

•週数回以上
•週 1回程度
•月 1回程度
•年数回程度
•年 1回程度
•全くしなかった

上記の回答を、次のように 2種類にコーディン

─────────────────────────────────────────────────────
６）第 1次調査とあるのは、第 2次調査を 2022年以降に予定しているからである。
７）調査設計は 2020年 12月より開始した。質問紙を確定したあと、3度のパイロット調査（ソーシャルメディア利
用およびクラウドソーシング利用）を 2021年の 1-2月に行い、設問を洗練した。

表 2 設問の概要

項目数 項目内容（抜粋）
基本属性 4 年齢、ジェンダー、教育レベル
就労関係の変数
勤め先 9 業種、外資系か否か、規模、外国人就労者の割合、対外取

引の状況
就労者個人 8 雇用形態、職種、勤務地、COVID-19パンデミック後の就

労状況の変化
英語学習などへの意見 8（4＋3＋1） 英語の必要性認知、英語学習意欲、グローバル化への賛否
英語力（自己報告） 11（3＋8） 新聞が読める、おしゃべりができる、手紙を書ける他
過去 1年（2020年 3月～21年 2月）
での言語使用（回顧）
英語使用（仕事・生活） 17 メールのやりとり、英文を読む・書く、会議、議論、挨拶
外国人を相手とした日本語使用
（仕事・生活）

6 議論、文章のやりとり、道案内他

ツール（仕事・生活） 3 翻訳ツール、通訳ツール
2019年での言語使用（回顧）
上記と同一の設問 17＋6＋3

過去 1年に英語を使用した相手 3 英語母語話者、非英語母語話者外国人、日本語母語話者
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グして、使用頻度の指標とした。第 1が、平均年
間使用回数である。各選択肢を 1年当たり使用数
にリコードしたうえで平均値を算出した8）。第 2
が、英語使用者割合である。過去 1年間に使用経
験がある人（つまり、「年 1回程度」以上を選ん
だ人）の割合を算出した。平均使用回数は、使用
者割合よりも情報量が多いため、使用頻度を個々
に見る上では有用だが、異なる英語使用を合算す
るのには向かないというデメリットがある（たと
えば、「読む」と「書く」についてそれぞれ「週
1回程度」と答えた人を「週 2回」とコーディン
グできるかは微妙な問題である。もしこの人が
「読み書き」を同時に行っていたとすれば、適切
なコーディングは「週 1回」だからである）。以
下では両者を併用しながら議論することにする。

3.4．補正
次に、非確率標本調査に起因するバイアスの補
正方法について説明する。縁故抽出や便宜抽出の
調査が母集団の縮図にならないことは直感的にわ
かりやすいが、調査会社のウェブパネルも相当程
度歪んでいることは以前から知られてきた。本多
（2005）によれば、ウェブパネル回答者は、「日本
人」の平均的傾向に比べると、たとえば学歴が高
く、ホワイトカラー職者が多く、インターネット
使用頻度が高い。
こうした偏り方は、英語関係の調査にとって重
大である。なぜなら、「日本人」の英語使用者は、
まさに、学歴が高く、ホワイトカラー職に従事
し、そして、インターネットに親和的な人が多い

ことがわかっているからである（寺沢，2015）。
つまり、ウェブパネル調査をそのまま分析する
と、英語使用頻度を過大評価するリスクがある。
実際、本研究の調査にも、上記の偏りは明確に確
認できるため9）、何らかの補正が不可欠である。
補正方法は、傾向スコアによる層化重み付け方
法を用いた（吉村，2018）。簡単に言えば、確率
標本である JGSS-2008と本調査の共通変数を利
用して、本調査の偏りを推定し、その情報をウェ
イトとして使う方法である10）。つまり、日本人母
集団の構成比率に比べて、本調査の回答者の構成
比率が大きいと推計された場合には小さいウェイ
トを、構成比率が小さい場合には大きなウェイト
を与えて推計する。

4．使用頻度の推計

これより以降は、すべて補正後の値に基づいて
議論する。
まず、全体的な使用経験者の割合、つまり、少
なくとも 1つの設問で 1回以上使ったと答えた人
の割合を確認しよう。英語使用については、仕事
が 28.6％、生活（仕事以外）が 44.3％である。
仕事・生活を合わせた全体では 50.5％である。
同様に、外国人との日本語使用は、仕事が 26.2
％、生活が 19.1％であり、全体では 34.0％であ
る。また、翻訳・通訳ツールを利用して外国語に
対応した人の割合は仕事が 25.9％ 生活が 25.1％
全体では 34.4％だった。
使用タイプ別の推計値を示したものが、図 1で

─────────────────────────────────────────────────────
８）なお、「数回」には 3.0を当てた。「週数回以上」の場合も、3.0で計算した（つまり、3.0×1/7×365＝156.4（回）
となる）。

９）第 1に、本調査サンプルは明らかに高学歴である。たとえば、四年制大学以上（四大卒＋大学院修了）の学歴を
持つ人は、本調査サンプルでは 57％だが、2010年の日本国勢調査には 22％しかいない（25-64歳人口に占める
割合）。第 2に、英語力についても同様のことが言える。本調査で、「英語でおしゃべり」が「よくできる」と回
答した人は、2.5％だったが、同一の設問・選択肢を使用している JGSS-2008では、0.2％に過ぎない（25-64歳
の就労者サンプルに限定して得られた数値）。第 3に、詳細は付表 2を参照されたいが、既存の就労者センサス
と比べて、本調査には、ホワイト職・専門職や都市部の就労者、外資系企業就労者が際立って多い。

１０）具体的な手続きは、吉村（2018）を参考に、次のように行った。まず、共通変数 7種類計 10個（ジェンダー、年
齢（および年齢の 2乗）、教育年数、地域ブロック、雇用形態、職種、および英語力設問 3個「英語でおしゃべ
り」「英字新聞の短い記事を読む」「英語で手紙を書く」）を独立変数に、調査のタイプ（i.e., JGSS-2008 vs. 本調
査）を従属変数にしたロジスティック回帰分析を行い、傾向スコアを算出した。なお、回帰モデルの精度指標は
次のとおりである：c 統計量＝0.763, Nagelkerke 疑似 R 2乗＝0.256, Cox-Snell 疑似 R 2乗＝0.183。次に、そ
の傾向スコアの大きさにしたがって、5段階に層化する。最後に、各層ごとに、2つの調査回答者の構成比を算
出し、それをウェイトとした（もし、JGSS-2008と本調査で比率が同一だった場合、ウェイトは 1.00倍となる）。
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ある。なお、使用タイプのラベルにある En は英
語使用、Jp は日本語使用、Tl はツール使用を意
味する。また、Wk は仕事での使用、Lif は仕事
以外の生活場面等での使用を意味する。
最も頻度が大きいのが、仕事外で英語を聞くと
いう英語使用である（平均使用回数は 12.259回。
使用率は 35.4％）。近年は日本で英語圏の映像作
品を容易に視聴できるようになった。こうした趣
味としての英語接触が、日本人にとって最も一般
的なもののひとつだと考えられる（とは言いつつ
も、経験者は過半数には届いていないが）。
仕事での英語使用に注目すると、頻度が最も高
いのが、メールのやりとりと英文を読むという書
き言葉使用である。対照的に話し言葉の使用頻度

は低い。また、そうした伝統的な英語使用より
も、翻訳ツールに頼った言語使用のほうが、高頻
度であることも注目に値する。伝統的に、モノリ
ンガル社会と言われた日本においても、国際的コ
ミュニケーションの様態が変容しつつあるが、そ
れは必ずしも英語化のみを意味するわけではな
く、ICT 技術の発展にともなう多様な言語使用が
生起しつつあると言える。
さらに重要なのが、外国人とのコミュニケーシ
ョンのために、英語よりも日本語のほうが比較的
頻繁に使われる点である。実際、訪日観光客や在
日外国人就労者には非英語話者が多く、むしろ日
本語のリテラシーを持った人も少なくない（Go,
Brandon Saure, Kurusu, & Macalinga Borlongan,
2021 ; Kubota & McKay, 2009 ; Ostheider, 2012；青
山ほか，2020）。国際コミュニケーションの日本
語化（英語化ではなく）は、日本語の相対的強さ
だけでなく、日本人就労者の英語力の低さも一因
にあるかもしれないが（例「英語ができないので
日本語でコミュニケーションせざるをえない」）、
いずれにせよ言語のグローバル化は決して単純な
プロセスではなく、種々のローカル要因によっ
て、大きく影響を受けることの好例であろう
（Blommaert, 2010 ; Coupland, 2010）。

5．使用頻度の変化

前節の結果は、2020年 3月～2021年 2月の言
語使用であり、COVID-19のパンデミック後の状
況と言うことができる。本節では、この結果を
2019年の英語使用頻度と比較することで、パン
デミック前後の変動を検討したい。
パンデミックの影響が国際コミュニケーション
の様態に影響を与えたことは間違いないが、その
使用頻度については増加・減少・変化なしのいず
れの可能性も想定できる。まず、人の移動や経済
活動の停滞という側面を重く見るなら、国際的な
コミュニケーションの機会は減ったと考えるのが
自然な推測である。実際、似たような事態は日本
でも経済危機後に起きている11）。他方で、使用頻

─────────────────────────────────────────────────────
１１）たとえば、JGSS の分析（寺沢，2015）では、2010年時点で過去 1年間に仕事で英語を使った人の割合は、2006

年の同調査と比べて 4.7％減少したことが明らかとなっている。これは、2008年の経済危機で訪日外国人・貿易
が大幅に減少した結果と考えられる。

図 1 英語使用頻度（2020年 3月～2021年 2月）
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度の増加の可能性も想定できる。物理的な対面コ
ミュニケーションが減少したとしても、情報技術
革新により、オンライン上の（国際）コミュニ
ケーションがむしろ促進された可能性があるから
である。
本調査では、回顧設問の形で、2019年の言語
使用についても尋ねた。具体的には、「新型コロ
ナ以前の 2019年（一昨年）に、あなたは仕事／
仕事以外で、以下のことをどれくらいの頻度で行
いましたか」である。前節のものと同一設問・同
一選択肢を用いており、パンデミック後（厳密に
は、2020年 3月～2021年 2月。以下、「2020年」
と表記する）と、パンデミック以前（2019年）
を比較することが可能である。以下、フェアな比

較をするために、2019年も調査時点と同じ職種
で 20時間以上就労をしていた人（計 1,934人）
にサンプルを限定して、使用頻度を推計する。
図 2は、英語使用回数平均の 1年間での変動を
使用タイプ別に図示したものである。▲が 2019
年の数値、●が 2020年の数値であり、両者をつ
なぐ矢印の長さは変化の大きさを意味している。
矢印の線の上にあるアステリスクは有意差（対応
のある t 検定による）を示している。また、図 3
は、英語使用経験者（1年で 1度以上使った人）
の割合の変動を示したものである（なお、平均回
数・経験者割合のいずれも補正値である）。
これらの結果から、次の 2点が指摘できる。第

1に、言語使用のタイプによって、減少・増加・

図 2 英語使用頻度の増減（回数）
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変化なしのいずれのパタンも確認できる。減少し
たものとしては、対面場面での英語使用（および
日本語使用）であり、これはパンデミックの影響
を考えれば、当然だろう。一方で、いくつかの英
語使用（仕事でのメール、仕事文書、生活で英語
を聞く）および翻訳ツールの使用は増えている。
これらは対面抑制の影響を受けず、むしろ、パン
デミック後の生活様式によって促進された側面が
あると言える。また、そもそも大半の言語使用
は、増えても減ってもいないことも特筆に値す
る。
第 2に、増減は決して大きなものではない。英

語の使用に限るなら、最大の減少を示したのが、
「EnLif_対面会話」「EnLif_海外旅行」で、最大の

増加を示したのが、「EnLif_英語聞く」である。
「EnLif_英語聞く」を例に取ると、その使用回数
の差は、＋1.797、経験者割合の差は＋0.040であ
り、これらはそれぞれ、平均で約 2回の増加、お
よび、約 4％の経験者の増加を意味している。こ
の程度の変化は、普通はほぼ感知できないほど小
さなものだろう。少なくとも、パンデミックによ
る根本的な変化（例、国際的な人の移動の完全な
停止）に比べれば、きわめて小規模な変化だと言
える。ただし、統計的には有意なものもあり、そ
もそも、数回・数％であれ、まったくの無変化と
同一視するのも乱暴であり、社会の何らかの変化
を反映している可能性はある。

図 3 英語使用頻度の増減（経験者割合）
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6．まとめと考察

分析結果にもとづいて、日本におけるビジネス
での英語使用、そして、パンデミック前後での変
化について議論したい。

6.1．英語やその他の言語使用頻度
過去 1年の英語使用頻度（補正値）は、前述の
通り、ほぼすべての使用タイプで、平均回数が年
5回未満・使用者の割合は 20％未満である。仕
事での英語使用全体では約 28.6％であり、2006
年・2010年の JGSS の値（それぞれ 21.0％・16.3
％）よりはかなり高い。もちろん、調査対象・調
査方法・設問が大きく異なるので直接の比較はで
きないが、この 10数年で英語使用が爆発的に浸
透してきているわけではないことは確かなようで
ある。
使用タイプ別に見ると、産出的な英語使用（話
す、書く）が数％未満である一方、受容的スキル
およびその他の言語使用（翻訳ツールの使用、外
国人との日本語によるコミュニケーション）は多
くの就労者に一般化しつつある。グローバル化・
技術発展は、こうした周辺的な言語使用（英語に
限らない）に最初に浸透する可能性を示唆してい
る。
ただし、この結果はあくまで補正値であること
に注意したい。もし補正に不備があった場合、実
態と乖離した結果である可能性は依然残ってい
る。本研究の補正方法を再度述べると、ウェブパ
ネルに特有の回答者の偏りを、確率標本調査との
共通変数を使ったロジスティック回帰分析で、確
率標本調査の構成率に近づくようにウェイトを算
出したものである。こうした共通変数だけで、確
率標本調査の性質を完全に再現できることはほぼ
ない以上、過大推定・過小推定の恐れは大いにあ
る。しかしながら、今回利用した共通変数（基本
属性＋英語力＋雇用形態＋職種）は、感情や意
見，態度に比べ容易に変動しないという意味で無
難な変数である。したがって、補正不足の危険性
は依然あったとしても、過剰補正（＝非使用者に
不当に大きいウェイトをつけることで、実際の使
用頻度よりもさらに低く推定してしまう）の危険

性は低いと思われる。

6.2．パンデミック後の英語使用頻度の変化
また、2019年と 2020年を比較した 5節の分析
では、1年間で使用頻度に大きな変化は見られ
ず、せいぜい小さな増加あるいは減少のみである
ことが明らかとなった。2020年のパンデミック
は、英語使用ニーズにそれほど大きく影響を与え
なかった可能性を示唆している。
この分析結果については、様々な解釈が可能で
ある。第 1に、これは、グローバルリンガフラン
カとしての英語の強力さを示唆しているかもしれ
ない。de Swaan（2001, 2010）が論じているとお
り、言語コミュニケーション能力には（私有財と
違い）ネットワーク外部性があり、話者が多いと
いう事実自体が、需要を創出する。英語がすでに
獲得している需要は、2020年の社会変動程度で
は、影響を受けなかった可能性がある。
第 2に、実際にある種の英語使用ニーズ（とく
に対人接触を伴う場面でのニーズ）は縮小した
が、情報技術の進展によって促進された需要によ
って相殺された可能性もありえる。本調査には、
この可能性を一部検証可能な設問（「非対面への
転換度」）が含まれているので、今後の検討課題
としたい。
第 3の可能性が、パンデミックの影響は、短期
的にはわずかだったとしても、中長期的には依然
甚大であるというものである。本調査はアウトブ
レイク後約 1年の影響を見ているに過ぎないが、
今後の状況も視野に入れれば大きな影響が観察さ
れるかもしれない。パンデミックは、産業構造や
社会システムの根本的な転換－いわゆる「グレー
トリセット」（Schwab & Malleret, 2020）－を引き
起こす可能性を秘めており、連動する形でビジネ
スにおける国際的コミュニケーションのあり方が
大いに変わるかもしれない。実際、日本において
も、今後、産業構造が変わっていく、あるいは、
産業構造改革を通してコロナ禍を克服すべきであ
るという認識が広まっている（日本経済団体連合
会，2020）。こうした変化が、英語使用ニーズ
（さらには、英語の有用性に対する信念）を減退
（あるいは増幅）させる契機になるかもしれない。
第 4に、上記の結果は、日本の特殊性を示唆し
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ているかもしれない。日本は、非英語圏地域の中
でもとくに貿易依存度が低く12）、日本語中心の制
度・ビジネスが社会の隅々まで浸透している。こ
のような社会では、グローバルな社会変動は、
ローカル／ドメスティックな「言語的防護壁」
（Terasawa, 2018）によって緩和させられており、
だからこそ英語使用には大きな増減が現れなかっ
たのかもしれない。
第 5に、分析上の問題点の可能性が指摘でき

る。つまり、実際には大きな変化があったにもか
かわらず、分析手法の不備により、目立った変化
が観測できなかった可能性である。この調査で
は、2019年の英語使用について回顧的な設問を
使っているが、記憶は容易に歪むことがあるの
で、回顧設問の正確性はしばしば疑問視されてい
る。本調査に即して言えば、キャリーオーバー効
果による記憶の歪みが指摘できる。つまり、2020
年の英語使用を尋ね、その次に、2019年の英語
使用を尋ねているため、後者の回答が前者の影響
を受けて歪んだ可能性がある。この問題を解決す
るためには、今後、同設問の調査を複数回行い、
回顧設問に頼らない分析をすることが必要である
（とはいえ、2019年の調査を今からすることは不
可能であり、究極的には解決不可能な問題であ
る）。

6.3．さいごに
以上、2021年に行ったウェブパネル調査の結

果をもとに、英語使用頻度の趨勢を検討した。本
稿は、同調査の報告書という性格が強く、したが
って、記述的な分析が中心だったが、英語使用を
はじめとした国際コミュニケーションの使用状況
がどうなっているかの概略図は描けたように思
う。今後は、理論的に重要なリサーチクエスチョ
ンを設定し、あらためて分析を行う予定であ
る13）。
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English-use Frequency of Japanese Workers:
Analyzing a Web Panel Questionnaire Survey

ABSTRACT

This study reports on the results of a survey that investigated how often Japanese
workers used English, Japanese, and translation tools for international communication;
this survey was conducted in March 2021 using a web panel. This study thereby sum-
marizes the results of the survey in two respects. First, the frequency of English and
other language usage for the past 12 months at the time of the survey is estimated. The
study results indicate that for almost all types of usage, the average frequencies were
less than five times a year, and the percentages of users were less than 20%. Second,
the changes in language-use frequency between 2019 and 2020 (i.e., changes before
and after the COVID-19 pandemic) are examined. A statistical analysis reveals that
many types of language use did not show significant changes, and for the types of use
that did, the degree of increase/decrease was quite low.

Key Words: English-use frequency, international communication, web panel survey
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